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移動支援事業利用契約書 

 

＿         様（以下「利用者」という。）と株式会社マザーズプラスが開設するプラス

（以下「事業者」という。）は、利用者が事業者から提供される移動支援サービスを受け、それ

に対する利用料金を支払うことについて、次のとおり契約（以下、「本契約」という。）を締結し

ます。 

 

第１条（目的） 

本契約は、利用者が円滑に外出できるよう、事業者が利用者に対して必要な障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、『障害者総合支援法』という。）に基づく

地域生活支援事業における移動支援サービスを適切に提供する事を定めます。 

第２条（期間） 

本契約の契約期間は、令和  年  月  日から利用者の支給決定期間終了日までとしま

す。ただし、契約満了日の 10 日前までに、利用者から事業者に対して文書により契約満了の

申し出がない場合、かつ利用者の支給決定期間終了後に改めて支給決定された場合、契約は更

新されるものとします。 

第３条（移動支援計画及び契約支給量） 

１ 事業者は、利用者の受給者証に記載された移動支援の支給量を踏まえ、利用者の課題と意

向を把握し、移動支援計画を作成します。この計画は、事業者が利用者に説明して同意を得た

うえで作成することとし、利用者はいつでも移動支援計画についての説明を求め、意見を述べ

ることや変更を求めることができます。 

２ 事業者は、前項の移動支援計画に基づき契約支給量を定め、利用者の受給者証に記載しま

す。 

３ 利用者は、受給者証記載事項に変更があった場合には、速やかに事業者に変更内容を知ら

せるとともに、事業者の求めに応じて受給者証の内容を確認させるものとします。 

第４条（サービス内容） 

事業者は、その指揮命令のもとに、移動支援従業者（以下「従業者」という。）を派遣させ、

前条の移動支援計画に基づき適切な移動支援サービスを提供します。 

第５条（利用者負担額及び実費負担額） 

１ 利用者は、前条に定めるサービスに対して、重要事項説明書に定める所定の利用者負担額

及びサービス利用にかかる実費負担額を事業者に支払います。サービスにかかる費用の額は、

事業者が名古屋市から代理して受領します。 

２ 前項の利用者負担額及び実費負担額は、１か月ごとに計算し、利用者はこれを翌月末日ま

でに支払います。 

第６条（利用の中止、変更、追加） 

１ 利用者は、利用期日前において、移動支援サービスの利用を中止又は変更、もしくは新た

なサービスの利用を契約支給量の範囲内で追加することができます。この場合にはサービスの

実施日の前日 18 時までに事業者に申し出るものとします。 

２ 利用者が、利用期日に利用の中止を申し出た場合は、重要事項説明書に定める所定の取消



料を事業者にお支払いいただく場合があります。ただし、利用者の体調不良等やむをえない事

由がある場合は、取消料はいただきません。 

３ 事業者は、第１項に基づく利用者からのサービス利用の変更・追加の申し出に対して、当

該利用希望日の従業者の派遣状況等により利用者の希望する時間にサービスの提供ができない

場合、他の利用可能日時を利用者に提示して協議するほか、サービス提供可能な事業所の紹介

などを行います。 

第７条（事業者の基本的義務） 

１ 事業者は、利用者に対し、移動時に必要なサービスを適切に行います。 

２ 事業者は、利用者の意思と人格を尊重し、常に利用者の立場にたってサービスを提供しま

す。 

第８条（事業者の具体的義務） 

１（安全配慮義務）事業者は、サービスの提供にあたって、利用者の生命、身体、財産の安

全・確保に配慮します。 

２（説明義務）事業者は、本契約に基づく内容について、利用者の質問等に対して適切に説明

します。 

３（守秘義務）事業者及びサービス従事者は、本契約によるサービスを提供するにあたって知

り得た利用者や家族等の秘密について、正当な理由がある場合を除き第三者に開示することは

ありません。 

４（身体拘束の禁止）事業者は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除いて、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。 

５（記録保存整備義務）事業者は、サービス提供に関する記録を整備し、サービス提供日から

５年間保存します。事業者の窓口業務時間（毎週月曜日～金曜日 午前９時～午後６時）に自

分の記録を見ることができますし、実費を負担してコピーすることができます。 

第９条（事故と賠償責任） 

１ 事業者は、サービスの提供によって事故が発生した場合には、速やかに名古屋市・利用者

の家族に連絡して必要な措置を講じます。 

２ 事業者は、サービスを提供するにあたって、事業者の責に帰すべき事由によって利用者に

損害を与えた場合には、速やかに利用者の損害を賠償します。 

第 10 条（契約の終了事由） 

本契約は、以下の各号に基づく事由により終了するものとします。 

１ 利用者が死亡した場合 

２ 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖

した場合 

３ 事業者が登録を取り消された場合又は登録を辞退した場合 

４ 第 11 条から第 13 条に基づき本契約が解約又は解除された場合 

５ 第２条の契約期間が満了した場合（ただし満了前に契約更新の手続きがとられた場合は除

く） 

第 11 条（利用者からの中途解約） 

利用者は、本契約の有効期間中に本契約を解約することができます。この場合には、利用者は



契約終了を希望する日の 30 日前までに事業者に通知するものとします。ただし、利用者が入

院した場合等、正当な理由がある場合には即時に解約することができます。 

第 12 条（利用者からの契約解除） 

利用者は、事業者もしくはサービス従事者が以下の事項に該当する行為を行った場合には、本

契約を解除することができます。 

１ 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める移動支援サービスを実施

しない場合 

２ 事業者もしくはサービス従事者が第８条に定める義務に違反した場合 

３ 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により利用者もしくはその家族等の生命・

身体・財物・信用を傷つけることなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情が認められ

る場合 

第 13 条（事業者からの契約解除） 

事業者は、利用者が以下の事項に該当する場合には本契約を解除することができます。 

１ 利用者に支払能力があるにもかかわらず第５条に定めるサービス利用料金の支払が２か月

以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらず故意に支払わない場合 

２ 利用者が、故意又は重大な過失により事業者もしくはサービス従事者の生命・身体・財

物・信用を傷つけることなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ、その状

況の改善が見込めない場合 

第 14 条（苦情解決） 

１ 利用者は、本契約に基づくサービスに関して、いつでも重要事項説明書に記載されている

苦情受付窓口に苦情を申し立てることができます。 

２ 利用者は、本契約に基づくサービスに関して、重要事項説明書に記載された第三者委員に

苦情を申し立てることもできますし、重要事項説明書に記載された都道府県社会福祉協議会に

設置されている運営適正化委員会に苦情を申し立てることもできます。 

第 15 条  (身元引受人) 

１ 事業者は利用者に対して身元引受人を定めることを求めることがあります。ただし、社会 

通念上、身元引受人を定めることができない相当の理由がある場合はその限りではありません。 

 ２ 身元引受人は、本契約に基づき利用者が債務を負うときは、極度額１００万円の範囲内

で、利用者と連帯して履行の責任を負うものとします。 

第 16 条（協議事項） 

本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は障害者総合支援法そ

の他諸法令の定めるところに従い、利用者と誠意をもって協議するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 



 個人情報の使用に係る同意書 

 

私及び代理人は、株式会社マザーズプラスの指定障害福祉サービス（居宅介護サービス・移動支

援サービス・重度訪問介護） を利用するにあたり、私および身元引受人、家族の個人情報について

は、下記の利用目的の必要最低限の範囲内で使用、 提供、または収集することに同意します 

 

１、 利用期間 

令和    年    月    日からサービス利用契約終了時までとする。 

 

２、 利用目的 

事業所が、障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に係る法令に基

づき、私に行うサービ スを円滑に実施するため、サービス担当者会議又は私が利用する他の

サービス事業者等と情報の共有が必要な場合 に使用する。 

 

３、 使用に当たっての条件 

（１） 個人情報の提供は、上記 2 に記載する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供

の際には関係者以外に は決して漏れることのないよう細心の注意を払うこと。 

（２） 事業所は、私及び身元引受人、家族の個人情報を使用した会議の内容、参加者、経

過などについて、記録 しておくこと。 

 

４、 個人情報の内容（例外） 

（３） 氏名、住所、健康状態、病歴、家庭状況等事業所が、サービスを提供するために最

小限必要な利用者やそ の家族個人に関する情報 

（４）その他利用者及びその家族に関する情報であって、特定の個人が識別され、また識別 

されうる情報 

 

 

 

 

 



移動支援事業重要事項説明書 

 

１ 事業者の概要 

名 称 株式会社マザーズプラス 

法 人 種 別 株式会社 

法 人 所 在 地 愛知県名古屋市中村区若宮町 1 丁目 32 番地 

電 話 番 号 052-446-5101 

代 表 者 氏 名 野口昌子 

２ 事業所の概要 

事 業 所 の 名 称 プラス 

事 業 所 の 所 在 地 愛知県名古屋市中川区高畑五丁目１７番地 

事 業 所 の 電 話 番 号 
TEL 052-364-7318 

FAX 052-364-7322 

サ ー ビ ス 提 供 地 域 名古屋市内 

主 た る 対 象 者 特定しない(身体障害者、知的障害者、障害児、精神障害者) 

営 業 日 

営 業 時 間 

月曜日から金曜日  

ただし、国民の祝日および 12 月 30 日～1 月 3 日を除く 

午前９時から午後６時 

サービス提供曜日・時間 
365 日 

午前９時から午後６時 

事 業 所 番 号 ２３６１３０７１４９ 

登 録 年 月 日 平成２９年４月１日 

事 業 の 目 的 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（以下「障害者総合支援法」とする）に規定する移動支援

及び重度訪問介護の適正な運営を確保するために人員及び管

理運営に関する事項を定め、事業所の従業者が支給決定を受

けた利用者に対し、適正な移動支援等を提供することを目的

とする。 

運 営 方 針 

１ 事業所の従業者は、利用者等が居宅において自立した日 

常生活又は社会生活を営むことが出来るよう、その利用者の

身体その他の状況及びその置かれている環境に応じて、外出

時における移動中の介護を適切かつ効果的に行うものとす

る。 

２ 事業所の従業者は、利用者等の意思及び人格を尊重し、常

に利用者の立場に立ってサービスの提供を行う。 

３ 事業の実施に当たっては、地域や家庭との結びつきを重視

し、関係市町村、他の障害福祉サービス事業者、地域の保健・

医療・福祉サービスとの綿密な連携に努める。 



事 業 所 が 行 な う 

他 の 指 定 障 害 

福 祉 サ ー ビ ス 

居宅介護２３１１３０１４０８号（平成２９年４月１日指定） 

重度訪問介護 2311301408 号（平成２９年４月１日指定） 

３ 事業所の職員体制 

職種 合計員数 資格等 

管 理 者 １名 介護福祉士 

サービス提供責任者 2 名以上 
介護福祉士 

実務者研修 

ヘ ル パ ー 2 名以上 介護福祉士 等 

 

４ サービスの内容 

①  移動支援 

社会生活上必要不可欠な外出  

その他の外出  

② その他のサービス 

介護等の相談  

  

 

５ 利用料金 

（１） 移動支援支給対象サービス利用者負担額 

移動支援を提供した場合の利用料の額は、名古屋市長が定める額とし、当該移動支援が法廷

代理受領サービスであるときは、名古屋市長の定める利用者負担額の支払いを受けるものと

します。ただし、利用者の受給者証に記載された月額の範囲内となります。 

事業者が利用者に代わり名古屋市から受領した費用の額については、利用者に通知します。 

（２）その他の料金 

  

  

（３）交通費 

通常の事業の実施地域を超えて行う移動支援に要した交通費は、その実費を徴収します。な

お、自動車を使用した場合の交通費は、次の額を徴収します。 

*通常の事業の実施地域を越える地点から片道 1 キロメートル毎に１０円 

 

（４）キャンセル料 

急なキャンセルの場合は、下記の料金をいただきます。 

キャンセルが必要となった場合は、至急ご連絡ください。 

・ご利用の 24 時間前までにご連絡いただいた場合→無料 

・ご利用の 24 時間前までにご連絡いただかなかった場合→料金の 50％を戴きます。 

  ※ただし利用者の症状の急変や急な入院等の場合にはキャンセル料は請求いたしません。 



（５）支払方法 

上記利用料金の支払いは、１か月ごとに計算し、翌月 15 日までに請求しますので、末日

までお支払いください。 

支払いは、原則として自動口座引落でお願いします。ただし、これにより難い場合は、現

金または振込でお願いします。 

 

６ サービスの利用方法 

（１）サービスの利用開始 

①移動支援の支給決定を受けた方で、当事業者のサービス利用を希望される方は、電話等

でご連絡ください。当事業者のサービス提供に係る重要事項についてご説明します。 

②サービス利用が決定した場合は契約を締結し、移動支援計画を作成して、サービスの提

供を開始します。契約の有効期間は受給者証記載の支給期間と同じです。 

③移動支援の提供にあたっては、適切なサービスを提供するために、利用者の心身の状況

や生活環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等を把握させていただき

ます。 

（２）サービスの終了 

①利用者が当事業者に対し７日間の予告期間をおいて文書で通知を行った場合は、この契

約を解除することができます。ただし、利用者の病変、急な入院などやむを得ない事情が

ある場合は、予告期間内の通知でも契約を解除することができます。 

②当事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、利用者

やご家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、または当事業者が破産した

場合、利用者は文書で通知することにより直ちにこの契約を解除することができます。 

③利用者がサービス利用料金の支払いを２か月以上遅延し、料金を支払うよう催告したに

もかかわらず、14 日以内にお支払いいただけない場合、または利用者やご家族が事業者や

サービス従業者に対して本契約を継続しがたいほどの背信行為を行った場合は、事業者は

文書で通知することにより、直ちに契約を解除し、サービス提供を終了させていただくこ

とがあります。 

④当事業所を閉鎖または縮小する場合などやむを得ない事情がある場合、契約を解除し、

サービス提供を終了させていただくことがあります。この場合、契約を解除する日の 30

日前までに文書で通知します。 

 

（３）契約の自動終了 

次の場合は、連絡がなくとも契約は自動的に終了します。 

①移動支援の支給期間が終了し、その後支給決定がない場合（所定の期間の経過をもって

終了します。） 

②利用者が亡くなった場合 

 

７ 当事業者のサービス利用に際し留意いただきたい事項 



  

  

 

８ 緊急時の対応方法 

サービス提供中に利用者の様態に急変があった場合は、主治医に連絡する等必要な処置を

講ずるほか、ご家族が不在の場合等、必要に応じて下記の緊急連絡先へ速やかにご連絡し

ます。 

【主治医】 

医 療 機 関 名  

住 所  

電 話 番 号  

主 治 医 氏 名  

【ご家族等緊急連絡先】 

氏 名  

住 所  

電 話 番 号  

続 柄  

 

９ 虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、「障害者（児）施設における虐待

の防止について」（平成 17 年 10 月 20 日障発第 1020001 号厚生労働省社会援護局障害

保健福祉部長通知）に準じた取扱いをするとともに、下記の対策を講じます。 

①  虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者   管理者  藤田廣美        

②  成年後見制度の利用を支援します。 

③  苦情解決体制を整備しています。 

④  従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。 

 

10 第三者による評価の実施状況 

第三者による 

評価 

 

１ あり 

実施日  

評価機関名称  

結果の開示 １あり ２なし 

 

２ なし  

 

 

11 秘密の保持と個人情報の保護について 

（１）利用者及びその家族に関する秘密の保持について 



 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が策定

した「福祉事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」を遵守し、適切

な取り扱いに努めるものとします。 

○事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をする上で知り

得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

○また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 

○事業者は、従業者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者で

ある期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇

用契約の内容とします。 

（２）個人情報の保護について 

 ○事業者は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議で使用する

等、他の障害福祉サービス事業者等に、利用者の個人情報を提供しません。また利用者の家族

の個人情報についても、当該利用者の家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者

会議で使用する等、他の福祉サービス事業者等に利用者の家族の個人情報を提供しません。 

○事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙によるものの他、電

磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者

への漏洩を防止するものとします。 

○事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示することとし、開

示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的

の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に際して複写料などが必要な場合は

利用者の負担となります。) 

 

12 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する移動支援の提供により事故が発生した場合は、都道府県、市町村、利用者の

家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する移動支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を

速やかに行います。 

市 

町 

村 

市 町 村 名 名古屋市 

担 当 部 ・ 課 名 障害福祉部障害者支援課 分室 

電 話 番 号 052-238-0567 

 

１3 損害賠償保険への加入 

本事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名：東京海上日動火災保険株式会社（介護労働安定センター） 

保 険 名：介護事業者賠償責任補償 

14 身分証携行義務 

移動支援従業者は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族から提

示を求められた時は、いつでも身分証を提示します。 



15 心身の状況の把握 

指定移動支援の提供に当たっては、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健

医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めるものとします。 

16 連絡調整に対する協力 

移動支援事業者は、指定移動支援の利用について市町村又は相談支援事業を行うものが行う

連絡調整にできる限り協力します。他の指定障害福祉サービス事業者等との連携指定移動支

援の提供に当り、市町村、他の指定障害福祉サービス事業者及び保健医療サービスまたは福

祉サービスの提供者と密接な連携に努めます。 

17 サービス提供の記録 

①  指定移動支援の実施ごとに、そのサービスの提供日、内容、実績時間数及び利用者負担

額等を、サービス提供の終了時に利用者の確認を受けることとします。また利用者の確認

を受けた後は、その控えを利用者に交付します。 

②  指定移動支援の実施ごとに、サービス提供実績記録票に記録を行い、利用者の確認を受

けます。 

③ これらの記録はサービス完結の日から５年間保存し、利用者は、事業者に対して保存され

るサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求することができます。 

（複写等にかかる費用は実費を負担いただきます。） 

 

18 この契約に関する苦情・相談窓口 

当事業所ご利用相談・苦情窓口 

担 当 者 管理者 藤田廣美 

電 話 番 号 052-364-7318 

受 付 時 間 時 営業日の午前９時から午後６時 

なお、当事業所では苦情対応について独自の取り組みを行っています。 

サービス提供責任者が常設の窓口を担当し、相談・苦情に対する情報を一元化します。苦情

があった場合、担当者が直ちに事実確認を行い、必要に応じて会議を開催するなど、事業所

としての対応を決定します。再発防止策を含め、具体的な対応を利用者（家族）に説明し、

対応します。記録を整備し、従業者に対し、周知徹底をはかります。 

当事業所以外に、区役所・市役所の窓口でも受け付けています。 

名 古 屋 市 役 所 

障 害 者 支 援 課 

分 室 

所在地 中区栄三丁目 18 番 1 号  

    ナディアパークビジネスセンター10 階 

電話・FAX （電話）238-0567 （FAX）238-0578 

受付時間 午前 8 時 45 分から午後 5時 30 分 

※各区の窓口と、名古屋市外の窓口については別紙をご参照ください。 

愛知県運営適正化 

委 員 会 

所在地 東区白壁一丁目 50 番地 愛知県社会福祉会館内 

電話・FAX （電話）212-5515（FAX）212-5514 

受付時間 9：00～17：00 

 



 

 

移動支援サービスの提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づき、契約書・個人情報の使

用に係る同意書・重要事項説明書を説明しました。上記の契約を証するため、本書２通を作成し、

利用者、事業者が記名捺印のうえ、各１通を保有するものとします。 

 

令和  年  月  日 

 

          事業者     所在地：愛知県名古屋市中川区高畑五丁目１７番地 

                   法 人：株式会社マザーズプラス 

           事業所     所在地：愛知県名古屋市中川区高畑五丁目１７番地       

                   名 称：プラス 

 

                   管理者： 藤田 廣美   

 

 

利 用 者      （住所） 

 

                 （氏名）                 

      

      代 理 人      （住所） 

 

                 （氏名）                 

                  

（続柄） 

 

 身元引受人 

      （家族）       （住所） 

 

                 （氏名）                 

                  

（続柄） 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙  要望・苦情等申立先に関する相談窓口 

 

 

【名古屋市】 

千種区役所 

福祉課障害福祉課係 

所在地：名古屋市千種区星が丘山手 103 

電話番号：052-753-1844 

東区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市東区筒井 1-7-74 

電話番号：052-934-1182 

北区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市北区清水 4-17-1 

電話番号：052-917-6516 

西区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市西区花の木 2-18-1 

電話番号：052-523-4585 

中村区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市中村区松原町 1-23-1 

電話番号：052-433-2932 

中区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市中区栄 4-1-8 

電話番号：052-265-2322 

昭和区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市昭和区阿由知通 3-19 

電話番号：052-735-3893 

瑞穂区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市瑞穂区瑞穂通 3-32 

電話番号：052-852-9384 

熱田区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市熱田区神宮 3-1-15 

電話番号：052-683-9917 

中川区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市中川区高畑 1-223 

電話番号：052-363-4403 

港区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市港区港明 1-12-20 

電話番号：052-654-9718 

南区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市南区前浜通 3-10 

電話番号：052-823-9392 

守山区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市守山区小幡 1-3-1 

電話番号：052-796-4584 

緑区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市緑区青山 2-15 

電話番号：052-625-3956 

名東区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市名東区上社 2-50 

電話番号：052-778-3092 

天白区役所 

福祉課障害福祉係 

所在地：名古屋市天白区島田 2-201 

電話番号：052-807-3882 

 



 

【名古屋市外】 

飛島村役場 

民生部福祉課社会福祉係 

所在地：愛知県海部郡飛島村竹之郷 

三丁目 1 番地 

電話番号：0567-52-1231 

 


